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「健康診断結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針 
の一部を改正する指針」の周知等について 

 
 
 今般、労働安全衛生規則の一部を改正する省令（平成１９年厚生労働省令第９６号）の

施行に伴い、「健康診断結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針の一部を改正する

指針」を別添１のとおり定め、その名称、趣旨等を別添２のとおり平成２０年１月３１日

付け官報に公示したところである。また、この指針による改正後の指針は、別添３のとお

りである。 
 この改正の要点は下記のとおりであるので、下記の事項に留意の上、事業者、関係機関

等に対して、この指針による改正後の指針の周知を図られたい。 
 
 

記 
 
 
１ 主な改正の内容 
（１）事業者が労働者の健康診断結果について意見を聴取すべきこととされる医師等につ

いて、地域産業保健センター事業等を活用することとしているが、小規模事業場の事

業者が産業医の要件を備えた医師を共同して選任することとする小規模事業場産業保

健活動支援促進事業の見直しに伴い、当該部分を削除したこと。 
（２）労働者の健康状態を把握し、適切に判断するためには、今般の健康診断項目の追加

に関わらず、健康診断の結果を総合的に考慮することが基本である旨明記したこと。 
（３）高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）の規定に基づく特定

保健指導が新たに設けられたことから、労働安全衛生法第６６条の７第１項の規定に

基づく保健指導を行う医師又は保健師にその内容を伝えるよう働きかけるべきものと

して、当該特定保健指導を追加したこと。 
 
２ 適用日 
  平成２０年４月１日 



健康診断結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針について

労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）第６６条の５第２項の規定に基づ

き、健康診断結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針の一部を改正する

指針を次のとおり定め、平成２０年４月１日から適用する。

平成２０年１月３１日

厚生労働大臣 舛添 要一

健康診断結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針の一部を改正す

る指針

労働安全衛生法第６６条の５第２項の規定に基づき、健康診断結果措置指針公

示第１号（平成８年１０月１日）として公表した健康診断結果に基づき事業者が

講ずべき措置に関する指針の一部を次のように改正する。

１中「問題となっている」の下に「ことから、平成１９年の労働安全衛生規則

（昭和４７年労働省令第３２号）改正において、脳・心臓疾患のリスクをより適

切に評価する健康診断項目を追加するなどの措置を講じたところである」を加え

る。

２の（３）のイ中「ほか、小規模事業場の事業者が産業医の要件を備えた医師

を共同して選任する小規模事業場産業保健活動支援促進事業により選任された医

師を活用する」を削る。

２の（４）のハ中第３段落を第４段落とし、第２段落を第３段落とし、第２段

落として次のように加える。

また、労働者の健康状態を把握し、適切に評価するためには、健康診断

の結果を総合的に考慮することが基本であり、例えば、平成１９年の労働

安全衛生規則の改正により新たに追加された腹囲等の項目もこの総合的考

慮の対象とすることが適当と考えられる。しかし、この項目の追加によっ

て、事業者に対して、従来とは異なる責任が求められるものではない。

２の（５）のロ中「再検査若しくは」を「再検査又は」に、「保健指導（以下

「特定保健指導」という。）」を「特定保健指導及び高齢者の医療の確保に関す

る法律（昭和５７年法律第８０号）第２４条の規定に基づく特定保健指導」に、

「当該」を「これらの」に、「把握しうる」を「把握し得る」に改める。
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労 働 安 全 衛 生 法 第 6 6条 の ５ 第 ２ 項 の 規 定 に 基 づ く

健 康 診 断 結 果 に 基 づ き 事 業 者 が 講 ず べ き 措 置 に 関

す る 指 針 に 関 す る 公 示

健 康 診 断 結 果 措 置 指 針 公 示 第 ７ 号

労 働 安 全 衛 生 法 （ 昭 和 4 7年 法 律 第 5 7号 ） 第 6 6条

の ５ 第 ２ 項 の 規 定 に 基 づ き 、 健 康 診 断 結 果 に 基 づ

き 事 業 者 が 講 ず べ き 措 置 に 関 す る 指 針 の 一 部 を 改

正 す る 指 針 を 次 の と お り 公 表 す る 。

平 成 2 0年 １ 月 3 1日

厚 生 労 働 大 臣 舛 添 要 一

１ 名 称 健 康 診 断 結 果 に 基 づ き 事 業 者 が 講 ず べ

き 措 置 に 関 す る 指 針 の 一 部 を 改 正 す る 指 針

２ 趣 旨 労 働 安 全 衛 生 法 第 6 6条 の ５ 第 ２ 項 の 規

定 に 基 づ き 、 健 康 診 断 結 果 措 置 指 針 公 示 第 １ 号

（ 平 成 ８ 年 1 0月 １ 日 ） と し て 公 表 し た 健 康 診 断

結 果 に 基 づ き 事 業 者 が 講 ず べ き 措 置 に 関 す る 指

針 に つ い て 、 労 働 安 全 衛 生 規 則 の 一 部 を 改 正 す

る 省 令 （ 平 成 1 9年 厚 生 労 働 省 令 第 9 6号 ） の 施 行

に 伴 い 所 要 の 改 正 を 行 う も の で あ る 。

３ 内 容 の 閲 覧 内 容 は 、 厚 生 労 働 省 労 働 基 準 局

安 全 衛 生 部 労 働 衛 生 課 及 び 都 道 府 県 労 働 局 労 働

基 準 部 労 働 衛 生 主 務 課 に お い て 閲 覧 に 供 す る 。

４ そ の 他 こ の 改 正 は 、 平 成 2 0年 ４ 月 １ 日 か ら

適 用 す る 。
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健康診断結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針 
（                   平成８年１０月１日 公示） 

（改正 平成１２年３月３１日 公示） 
（改正 平成１３年３月３０日 公示） 

（改正 平成１４年２月２５日 公示） 

（改正 平成１７年３月３１日 公示） 

（改正 平成１８年３月３１日 公示） 

（改正 平成２０年１月３１日 公示） 

 
１ 趣旨 

 産業構造の変化、働き方の多様化を背景とした労働時間分布の長短二極化、高齢化の進展等労働

者を取り巻く環境は大きく変化してきている。その中で、脳・心臓疾患につながる所見を始めと

して何らかの異常の所見があると認められる労働者が５割近くに及ぶ状況にあり、仕事や職場生

活に関する強い不安、悩み、ストレスを感じる労働者の割合も年々増加している。さらに、労働

者が業務上の事由によって脳・心臓疾患を発症し突然死等の重大な事態に至る「過労死」等の事

案が増加する傾向にあり、社会的にも大きな問題となっていることから、平成１９年の労働安全

衛生規則（昭和４７年労働省令第３２号）改正において、脳・心臓疾患のリスクをより適切に評

価する健康診断項目を追加するなどの措置を講じたところである。 
 このような状況の中で、労働者が職業生活の全期間を通して健康で働くことができるようにす

るためには、事業者が労働者の健康状態を的確に把握し、その結果に基づき、医学的知見を踏ま

えて、労働者の健康管理を適切に講ずることが不可欠である。そのためには、事業者は、健康診

断（労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）第６６条の２の規定に基づく深夜業に従事する

労働者が自ら受けた健康診断（以下「自発的健診」という。）及び労働者災害補償保険法（昭和

２２年法律第５０号）第２６条第２項第１号の規定に基づく二次健康診断（以下「二次健康診断」

という。）を含む。）の結果、異常の所見があると診断された労働者について、当該労働者の健

康を保持するために必要な措置について聴取した医師又は歯科医師（以下「医師等」という。）

の意見を十分勘案し、必要があると認めるときは、当該労働者の実情を考慮して、就業場所の変

更、作業の転換、労働時間の短縮、深夜業の回数の減少、昼間勤務への転換等の措置を講ずるほ

か、作業環境測定の実施、施設又は設備の設置又は整備、当該医師等の意見の衛生委員会若しく

は安全衛生委員会（以下「衛生委員会等」という。）又は労働時間等設定改善委員会（労働時間

等の設定の改善に関する特別措置法（平成４年法律第９０号）第７条第１項に規定する労働時間

等設定改善委員会をいう。以下同じ。）への報告その他の適切な措置を講ずる必要がある（以下、

事業者が講ずる必要があるこれらの措置を「就業上の措置」という。）。 

 また、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）の趣旨を踏まえ、健康診断の

結果等の個々の労働者の健康に関する個人情報（以下「健康情報」という。）については、特に

その適正な取扱いの確保を図る必要がある。 

 この指針は、健康診断の結果に基づく就業上の措置が、適切かつ有効に実施されるため、就業

上の措置の決定・実施の手順に従って、健康診断の実施、健康診断の結果についての医師等から

の意見の聴取、就業上の措置の決定、健康情報の適正な取扱い等についての留意事項を定めたも

のである。 

 
２ 就業上の措置の決定・実施の手順と留意事項 
（１）健康診断の実施 

 事業者は、労働安全衛生法第６６条第１項から第４項までの規定に定めるところにより、労

働者に対し医師等による健康診断を実施し、当該労働者ごとに診断区分（異常なし、要観察、

要医療等の区分をいう。以下同じ。）に関する医師等の判定を受けるものとする。 
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 なお、健康診断の実施に当たっては、事業者は受診率が向上するよう労働者に対する周知及

び指導に努める必要がある。 
 また、産業医の選任義務のある事業場においては、事業者は、当該事業場の労働者の健康管

理を担当する産業医に対して、健康診断の計画や実施上の注意等について助言を求めることが

必要である。 
（２）二次健康診断の受診勧奨等 

 事業者は、労働安全衛生法第６６条第１項の規定による健康診断又は当該健康診断に係る同

条第５項ただし書の規定による健康診断（以下「一次健康診断」という。）における医師の診

断の結果に基づき、二次健康診断の対象となる労働者を把握し、当該労働者に対して、二次健

康診断の受診を勧奨するとともに、診断区分に関する医師の判定を受けた当該二次健康診断の

結果を事業者に提出するよう働きかけることが適当である。 
（３）健康診断の結果についての医師等からの意見の聴取 

 事業者は、労働安全衛生法第６６条の４の規定に基づき、健康診断の結果（当該健康診断の

項目に異常の所見があると診断された労働者に係るものに限る。）について、医師等の意見を

聴かなければならない。 
  イ 意見を聴く医師等 

 事業者は、産業医の選任義務のある事業場においては、産業医が労働者個人ごとの健康状

態や作業内容、作業環境についてより詳細に把握しうる立場にあることから、産業医から意

見を聴くことが適当である。 
 なお、産業医の選任義務のない事業場においては、労働者の健康管理等を行うのに必要な

医学に関する知識を有する医師等から意見を聴くことが適当であり、こうした医師が労働者

の健康管理等に関する相談等に応じる地域産業保健センター事業の活用を図ること等が適

当である。 
  ロ 医師等に対する情報の提供 

 事業者は、適切に意見を聴くため、必要に応じ、意見を聴く医師等に対し、労働者に係る

作業環境、労働時間、労働密度、深夜業の回数及び時間数、作業態様、作業負荷の状況、過

去の健康診断の結果等に関する情報及び職場巡視の機会を提供し、また、健康診断の結果の

みでは労働者の身体的又は精神的状態を判断するための情報が十分でない場合は、労働者と

の面接の機会を提供することが適当である。また、過去に実施された労働安全衛生法第６６

条の８及び第６６条の９の規定に基づく医師による面接指導等の結果に関する情報を提供

することも考えられる。 
 また、二次健康診断の結果について医師等の意見を聴取するに当たっては、意見を聴く医

師等に対し、当該二次健康診断の前提となった一次健康診断の結果に関する情報を提供する

ことが適当である。 
  ハ 意見の内容 

 事業者は、就業上の措置に関し、その必要性の有無、講ずべき措置の内容等に係る意見を

医師等から聴く必要がある。 
  (ｲ) 就業区分及びその内容についての意見 

 当該労働者に係る就業区分及びその内容に関する医師等の判断を下記の区分（例）によっ

て求めるものとする。



 

 

 

就 業 区 分 

 

区 分 

 

内 容 

 

 

就業上の措置の内容 

 

通常勤務 

 

通常の勤務でよいもの 

 

 

 

 

  就業制限 

 

 

勤務に制限を加え

る必要のあるもの 

 

勤務による負荷を軽減するため、労働時間の短

縮、出張の制限、時間外労働の制限、労働負荷

の制限、作業の転換、就業場所の変更、深夜業

の回数の減少、昼間勤務への転換等の措置を講

じる。 

 

   要休業 

 

勤務を休む必要の

あるもの 

 

療養のため、休暇、休職等により一定期間勤務

させない措置を講じる。 

 

  (ﾛ) 作業環境管理及び作業管理についての意見 

 健康診断の結果、作業環境管理及び作業管理を見直す必要がある場合には、作業環境測定

の実施、施設又は設備の設置又は整備、作業方法の改善その他の適切な措置の必要性につい

て意見を求めるものとする。 

  ニ 意見の聴取の方法と時期 

 事業者は、医師等に対し、労働安全衛生規則等に基づく健康診断の個人票の様式中医師等

の意見欄に、就業上の措置に関する意見を記入することを求めることとする。 

 なお、記載内容が不明確である場合等については、当該医師等に内容等の確認を求めてお

くことが適当である。 

 また、意見の聴取は、速やかに行うことが望ましく、特に自発的健診及び二次健康診断に

係る意見の聴取はできる限り迅速に行うことが適当である。 

（４）就業上の措置の決定等 

  イ 労働者からの意見の聴取等 

 事業者は、（３）の医師等の意見に基づいて、就業区分に応じた就業上の措置を決定する

場合には、あらかじめ当該労働者の意見を聴き、十分な話合いを通じてその労働者の了解が

得られるよう努めることが適当である。 

 なお、産業医の選任義務のある事業場においては、必要に応じて、産業医の同席の下に労

働者の意見を聴くことが適当である。 

  ロ 衛生委員会等への医師等の意見の報告等 

衛生委員会等において労働者の健康障害の防止対策及び健康の保持増進対策について調

査審議を行い、又は労働時間等設定改善委員会において労働者の健康に配慮した労働時間等

の設定の改善について調査審議を行うに当たっては、労働者の健康の状況を把握した上で調

査審議を行うことが、より適切な措置の決定等に有効であると考えられることから、事業者

は、衛生委員会等の設置義務のある事業場又は労働時間等設定改善委員会を設置している事



 

業場においては、必要に応じ、健康診断の結果に係る医師等の意見をこれらの委員会に報告

することが適当である。 

なお、この報告に当たっては、労働者のプライバシーに配慮し、労働者個人が特定されな

いよう医師等の意見を適宜集約し、又は加工する等の措置を講ずる必要がある。 

 また、事業者は、就業上の措置のうち、作業環境測定の実施、施設又は設備の設置又は整

備、作業方法の改善その他の適切な措置を決定する場合には、衛生委員会等の設置義務のあ

る事業場においては、必要に応じ、衛生委員会等を開催して調査審議することが適当である。 

  ハ 就業上の措置の実施に当たっての留意事項 

 事業者は、就業上の措置を実施し、又は当該措置の変更若しくは解除をしようとするに当

たっては、医師等と他の産業保健スタッフとの連携はもちろんのこと、当該事業場の健康管

理部門と人事労務管理部門との連携にも十分留意する必要がある。また、就業上の措置の実

施に当たっては、特に労働者の勤務する職場の管理監督者の理解を得ることが不可欠である

ことから、プライバシーに配慮しつつ事業者は、当該管理監督者に対し、就業上の措置の目

的、内容等について理解が得られるよう必要な説明を行うことが適当である。 

 また、労働者の健康状態を把握し、適切に評価するためには、健康診断の結果を総合的に

考慮することが基本であり、例えば、平成１９年の労働安全衛生規則の改正により新たに追

加された腹囲等の項目もこの総合的考慮の対象とすることが適当と考えられる。しかし、こ

の項目の追加によって、事業者に対して、従来と異なる責任が求められるものではない。 

 なお、就業上の措置は、当該労働者の健康を保持することを目的とするものであって、当

該労働者の健康の保持に必要な措置を超えた措置を講ずるべきではなく、医師等の意見を理

由に、安易に解雇等をすることは避けるべきである。 

 また、就業上の措置を講じた後、健康状態の改善が見られた場合には、医師等の意見を聴

いた上で、通常の勤務に戻す等適切な措置を講ずる必要がある。 

（５）その他の留意事項 

  イ 健康診断結果の通知 

 事業者は、労働者が自らの健康状態を把握し、自主的に健康管理が行えるよう、労働安全

衛生法第６６条の６の規定に基づき、健康診断を受けた労働者に対して、異常の所見の有無

にかかわらず、遅滞なくその結果を通知しなければならない。 

ロ 保健指導 

 事業者は、労働者の自主的な健康管理を促進するため、労働安全衛生法第６６条の７第１

項の規定に基づき、一般健康診断の結果、特に健康の保持に努める必要があると認める労働

者に対して、医師又は保健師による保健指導を受けさせるよう努めなければならない。この

場合、保健指導として必要に応じ日常生活面での指導、健康管理に関する情報の提供、健康

診断に基づく再検査又は精密検査、治療のための受診の勧奨等を行うほか、その円滑な実施

に向けて、健康保険組合その他の健康増進事業実施者（健康増進法（平成１４年法律第１０

３号）第６条に規定する健康増進事業実施者をいう。）等との連携を図ること。 

 深夜業に従事する労働者については、昼間業務に従事する者とは異なる生活様式を求めら

れていることに配慮し、睡眠指導や食生活指導等を一層重視した保健指導を行うよう努める

ことが必要である。 

 また、労働者災害補償保険法第２６条第２項第２号の規定に基づく特定保健指導及び高齢

者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第２４条の規定に基づく特定保健

指導を受けた労働者については、労働安全衛生法第６６条の７第１項の規定に基づく保健指

導を行う医師又は保健師にこれらの特定保健指導の内容を伝えるよう働きかけることが適

当である。 

 なお、産業医の選任義務のある事業場においては、個々の労働者ごとの健康状態や作業内

容、作業環境等についてより詳細に把握し得る立場にある産業医が中心となり実施されるこ



 

とが適当である。 

  ハ 再検査又は精密検査の取扱い 

 事業者は、就業上の措置を決定するに当たっては、できる限り詳しい情報に基づいて行う

ことが適当であることから、再検査又は精密検査を行う必要のある労働者に対して、当該再

検査又は精密検査受診を勧奨するとともに、意見を聴く医師等に当該検査の結果を提出する

よう働きかけることが適当である。 

 なお、再検査又は精密検査は、診断の確定や症状の程度を明らかにするものであり、一律

には事業者にその実施が義務付けられているものではないが、有機溶剤中毒予防規則（昭和

４７年労働省令第３６号）、鉛中毒予防規則（昭和４７年労働省令第３７号）、特定化学物

質障害予防規則（昭和４７年労働省令第３９号）、高気圧作業安全衛生規則（昭和４７年労

働省令第４０号）及び石綿障害予防規則（平成１７年厚生労働省令第２１号）に基づく特殊

健康診断として規定されているものについては、事業者にその実施が義務付けられているの

で留意する必要がある。 

  ニ 健康情報の保護 

  事業者は、雇用管理に関する個人情報の適正な取扱いを確保するために事業者が講ずべき

措置に関する指針（平成１６年厚生労働省告示第２５９号）に基づき、健康情報の保護に留

意し、その適正な取扱いを確保する必要がある。就業上の措置の実施に当たって、関係者に

健康情報を提供する必要がある場合には、その健康情報の範囲は、就業上の措置を実施する

上で必要最小限とし、特に産業保健業務従事者（産業医、保健師等、衛生管理者その他の労

働者の健康管理に関する業務に従事する者をいう。）以外の者に健康情報を取り扱わせる時

は、これらの者が取り扱う健康情報が利用目的の達成に必要な範囲に限定されるよう、必要

に応じて健康情報の内容を適切に加工した上で提供する等の措置を講ずる必要がある。 

ホ 健康診断結果の記録の保存 

事業者は、労働安全衛生法第６６条の３及び第１０３条の規定に基づき、健康診断結果の

記録を保存しなければならない。記録の保存には、書面による保存及び電磁的記録による保

存があり、電磁的記録による保存を行う場合は、厚生労働省の所管する法令の規定に基づく

民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する省令（平成１７年

厚生労働省令第４４号）に基づき適切な保存を行う必要がある。また、健康診断結果には医

療に関する情報が含まれることから、事業者は安全管理措置等について「医療情報システム

の安全管理に関するガイドライン」を参照することが望ましい。 

 また、二次健康診断の結果については、事業者にその保存が義務付けられているものでは

ないが、継続的に健康管理を行うことができるよう、保存することが望ましい。 

 なお、保存に当たっては、当該労働者の同意を得ることが必要である。 


